
令和元年１１月２９日 

総 務 局 人 事 部 

 
 

幹部職員の再就職状況について 
 
 

 東京都における課長級以上の職員の再就職状況については、以下のとおりです。 

 

１ 対象者 

平成３０年８月１日から令和元年７月３１日までの間に都を退職した、課長級以上の職員 

 ※平成３０年７月３１日以前に東京都を退職し、昨年度の公表後、新たに再就職の届出のあった者につい

ても公表 

 

２ 再就職状況 

（１）総括表（団体別の再就職者数等）                     （人） 

  

政策連携 

団体 

（※１） 

事業協力 

団体等 

（※２） 

公益団体等 

（※３） 

民間企業 

 

再任用等 

（※４） 

その他 

（※５） 
合計 

局長等 6 8 6 1 1 1 23 

部長級 8 4 11 5 29 2 59 

課長級 9 5 19 7 64 35 139 

計 23 17 36 13 94 38 221 

※1 政策連携団体とは、事業協力団体のうち、都と協働して事業等を執行し、又は提案し、都と政

策実現に向け連携するなど、特に都政との関連性が高い団体で、全庁的に指導監督を行う必要

があるものをいいます。 

※2 事業協力団体とは、事業活動範囲が主に都の区域内であるもの又は事業活動目的が主に都の区

域内の発展に寄与するものであり、かつ、都が展開する政策の一端を担うなど、主体的に都と

事業協力を行う団体であって、「東京都政策連携団体等の指導監督等に関する基準」において

定める要件を満たす団体をいいます。 

ただし、地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）に規定する地方独立行政法人その他

個別の法令により、適正かつ効率的な運営を行うための仕組みが担保されている団体を除きま

す。 

なお、事業協力団体等には、政策連携団体を除く事業協力団体及び地方独立行政法人を含みま

す。 

※3 公益団体等には、公益財団（社団）法人、一般財団（社団）法人、社会福祉法人等を含みます

（政策連携団体、事業協力団体は除く）。  

※4 再任用とは、都定年退職者を、常時勤務又は短時間勤務を要する職に採用することをいいます。

なお、再任用等には、再任用、非常勤等を含みます。 

※5  その他は、都以外の地方公共団体等のその他団体への再就職、及び未就職者です。 

 
 
 
 



（２）再就職先の一覧 

  ここでは、（１）総括表に掲げた区分のうち、政策連携団体、事業協力団体等、公益団体等、民

間企業及びその他団体への再就職者の再就職先等の具体的内容について、以下のとおり公表して

おります。 

   ① 局長等職員     別紙１ 

   ② 政策連携団体   別紙２    

③ 事業協力団体等  別紙３ 

   ④ 公益団体等     別紙４ 

   ⑤ 民間企業      別紙５ 

  ⑥ その他団体    別紙６ 

     

＜問い合わせ先＞ 

総務局人事部人事課 

電話 直通 （５３８８）２３７３ 

内線 ２４－５０９、５２３ 



別　　紙　　１

※　再就職日は、再就職先の企業等の役職に就任した日

№ 氏　　　名 離職時の所属、職名
離職時の職
（職層等）

離　　職　　日 再就職先の団体名、役職名 再　就　職　日（※）

1 猪　熊　純　子 副知事 副知事 令和元年6月30日
（株）東京臨海ホールディングス
代表取締役社長

令和元年7月12日

2 西　倉　鉄　也 東京都技監（建設局長兼務） 理事 平成31年3月31日
東京地下鉄（株）
常務取締役

令和元年6月27日

3 田　 　揮司良 危機管理監 理事 平成30年10月10日
富士通（株）
特機システム事業本部シニアアドバイザー

平成30年10月11日

4 目　黒　克　昭 主税局長 理事 平成31年3月31日
（一財）東京都人材支援事業団
理事長

令和元年5月22日

5 加 　藤　　　隆
主税局理事＜（一社）地方税電子化
協議会派遣＞

理事 平成31年3月31日
地方税共同機構
理事長

平成31年4月1日

6 坂　巻　政一郎
生活文化局理事＜（公財）東京都歴
史文化財団派遣＞

理事 平成31年3月31日
（公財）東京都歴史文化財団
副理事長

平成31年4月1日

7 永　島　恵　子
都市整備局理事＜東京都住宅供給
公社派遣＞

理事 平成31年3月31日
東京都住宅供給公社
理事

平成31年4月1日

8 福　田　良　行
産業労働局理事＜（公財）東京都中
小企業振興公社派遣＞

理事 平成31年3月31日

（公財）東京都中小企業振興公社
理事長
日本自動車ターミナル（株）
常勤監査役

平成31年4月1日

令和元年6月26日

9 小　暮　　　実
産業労働局理事＜（株）東京ビッグ
サイト派遣＞

理事 平成31年3月31日

（株）東京ビッグサイト
代表取締役常務取締役
東京都市長会
事務局長

平成31年4月1日

令和元年6月1日

10 浅　川　英　夫
建設局理事＜（公財）東京都道路整
備保全公社派遣＞

理事 平成31年3月31日

（公財）東京都道路整備保全公社
理事長
東京臨海高速鉄道（株）
代表取締役社長

平成31年4月1日

令和元年5月22日

11 小　野　恭　一 港湾局技監 理事 平成31年3月31日
東京臨海熱供給（株）
代表取締役社長

平成31年4月1日

12 大　西　健　児
病院経営本部理事＜（公財）東京都
保健医療公社派遣＞

専門理事 平成31年3月31日
学校法人鈴鹿医療科学大学
教授

平成31年4月1日

13 津　国　保　夫
交通局理事＜東京トラフィック開発
（株）派遣＞

理事 平成31年3月31日
（株）東京ビッグサイト
代表取締役常務取締役

令和元年6月1日

14 小　山　哲　司 下水道局長 理事 平成31年3月31日
（公財）東京オリンピック・パラリンピック競技大
会組織委員会
ゼネラル・コーディネーション・オフィサー

平成31年4月1日

15 中　島　義　成 流域下水道本部長 理事 平成31年3月31日
（公社）日本下水道協会
常務理事

令和元年6月28日

16 増　渕　達　夫
教育監（教職員研修センター所長兼
務）

理事 平成31年3月31日
学校法人帝京大学
教授

平成31年4月1日

17 澤　　　　　　章 選挙管理委員会事務局長 理事 平成31年3月31日
（公財）東京都環境公社
理事長

令和元年6月27日

18 村　上　研　一 消防総監 消防総監 平成31年3月31日
（一財）消防試験研究センター
常務理事

令和元年6月27日

局 長 等 職 員 の 再 就 職 状 況

平成３０年８月１日から令和元年７月３１日までの間に東京都を退職した局長級以上の職員の再就職状況は、以下のとおりです。
※局長級以上の職員については、再就職先の区分ごとに別紙２～５において再掲
※平成３０年７月３１日以前に東京都を退職した局長級以上の職員で、昨年度の公表後、新たに届出のあった者についても掲載



№ 氏　　　名 離職時の所属、職名
離職時の職
（職層等）

離　　職　　日 再就職先の団体名、役職名 再　就　職　日（※）

19 　見　隆　士
東京都技監（都市整備局長・都市整
備局技監兼務）

理事 平成30年3月31日
首都高速道路（株）
執行役員

令和元年6月24日



別　　紙　　２

※　再就職日は、再就職先の政策連携団体の役職に就任した日

№ 氏　　　名 離職時の所属、職名
離職時の職
（職層等）

離　　職　　日 再就職先の団体名、役職名 再　就　職　日（※）

1 猪　熊　純　子 副知事 副知事 令和元年6月30日
（株）東京臨海ホールディングス
代表取締役社長

令和元年7月12日

2 溝　口　裕　昭
総務局復興支援対策部被災地調整
担当課長（被災地支援岩手県・宮城
県事務所長）

副参事 平成31年3月31日
（株）多摩ニュータウン開発センター
事業推進本部営業統括課長

平成31年4月1日

3 川　口　克　彦
千代田都税事務所滞納整理専門課
長

専門副参事 平成31年3月31日
（公財）東京税務協会
専門講師

平成31年4月1日

4 三　橋　一　雄 墨田都税事務所長 参事 平成31年3月31日
（公財）東京税務協会
事業部長

平成31年4月1日

5 安　藤　文　子 渋谷都税事務所事業税課長 副参事 平成31年3月31日
（公財）東京税務協会
研修部教務課長

平成31年4月1日

6 坂　巻　政一郎
生活文化局理事＜（公財）東京都歴
史文化財団派遣＞

理事 平成31年3月31日
（公財）東京都歴史文化財団
副理事長

平成31年4月1日

7 永　島　恵　子
都市整備局理事＜東京都住宅供給
公社派遣＞

理事 平成31年3月31日
東京都住宅供給公社
理事

平成31年4月1日

8 小　池　　　智
福祉保健局担当部長＜（公財）東京
都医学総合研究所派遣＞

専門参事 平成31年3月31日
（公財）東京都医学総合研究所
参事研究員

平成31年4月1日

9 福　田　良　行
産業労働局理事＜（公財）東京都中
小企業振興公社派遣＞

理事 平成31年3月31日
（公財）東京都中小企業振興公社
理事長

平成31年4月1日

10 櫻　井　文　隆
農業振興事務所中央農業改良普及
センター所長

副参事 平成31年3月31日
（公財）東京都農林水産振興財団
チャレンジ農業支援センター長

平成31年4月1日

11 浅　川　英　夫
建設局理事＜（公財）東京都道路整
備保全公社派遣＞

理事 平成31年3月31日

（公財）東京都道路整備保全公社
理事長
東京臨海高速鉄道（株）
代表取締役社長

平成31年4月1日

令和元年5月22日

12 今　村　篤　夫 建設局総務部長 参事 平成31年3月31日
東京都下水道サービス（株）
事業推進担当部長

平成31年4月1日

13 日　浦　憲　造
建設局公園緑地部長（戦略政策担
当部長兼務）

参事 平成31年3月31日
（公財）東京動物園協会
常務理事

平成31年4月1日

14 島　津　哲　也 第二建設事務所長 参事 平成31年3月31日
（公財）東京都公園協会
公園事業部防災担当部長

平成31年4月1日

15 石　井　　　修 第二建設事務所用地専門課長 専門副参事 平成31年3月31日
（公財）東京都道路整備保全公社
用地推進指導担当係長

平成31年4月1日

16 村　上　修　史 第四建設事務所管理課長 副参事 平成31年3月31日
（公財）東京都スポーツ文化事業団
東京武道館館長

平成31年4月1日

17 関　　　正　明 第六建設事務所庶務課長 副参事 平成31年3月31日
（公財）東京都道路整備保全公社
木密用地担当係長

平成31年4月1日

18 野　口　一　紀
会計管理局管理部長（オリンピック・
パラリンピック調整担当部長兼務）

参事 平成31年3月31日
（公財）東京観光財団
専務理事

令和元年6月24日

19 吉　積　千　春
病院経営本部担当部長＜（公財）東
京都保健医療公社派遣＞

参事 平成31年3月31日
（公財）東京都保健医療公社
豊島病院事務長

平成31年4月1日

政 策 連 携 団 体 へ の 再 就 職 状 況 （ 幹 部 職 員 ）

平成３０年８月１日から令和元年７月３１日までの間に東京都を退職し、政策連携団体に再就職した課長級以上の職員は、以下のとおりです。
※平成３０年７月３１日以前に東京都を退職し、政策連携団体に再就職した課長級以上の職員で、昨年度の公表後、新たに届出のあった者についても掲
　 載



№ 氏　　　名 離職時の所属、職名
離職時の職
（職層等）

離　　職　　日 再就職先の団体名、役職名 再　就　職　日（※）

20 山　崎　秀　幸
交通局建設工務部保線課長（統括
課長）

副参事 平成31年3月31日
東京交通サービス（株）
工務本部土木部長兼土木担当部長兼荒川・
舎人担当部長

平成31年4月1日

21 安　藤　　　博 下水道局総務部長 参事 平成31年3月31日
（公財）東京都スポーツ文化事業団
常務理事・東京都埋蔵文化財センター所長

平成31年4月1日

22 坂　巻　和　男
下水道局施設管理部局務担当課長
＜北部下水道事務所再構築推進課
長＞

副参事 平成31年3月31日
東京都下水道サービス（株）
技術部事業推進担当課長

平成31年4月1日

23 澤　　　　　　章 選挙管理委員会事務局長 理事 平成31年3月31日
（公財）東京都環境公社
理事長

令和元年6月27日



別　　紙　　３

※　再就職日は、再就職先の事業協力団体等の役職に就任した日

№ 氏　　　名 離職時の所属、職名
離職時の職
（職層等）

離　　職　　日 再就職先の団体名、役職名 再　就　職　日（※）

1 西　倉　鉄　也 東京都技監（建設局長兼務） 理事 平成31年3月31日
東京地下鉄（株）
常務取締役

令和元年6月27日

2 根　津　忠　士 小笠原支庁母島出張所長 副参事 平成31年3月31日
（一財）東京都人材支援事業団
相談員

平成31年4月1日

3 目　黒　克　昭 主税局長 理事 平成31年3月31日
（一財）東京都人材支援事業団
理事長

令和元年5月22日

4 西　原　貞　樹
多摩建築指導事務所建築構造専門
課長

専門副参事 平成31年3月31日
（株）セントラルプラザ
建築担当部長

平成31年4月1日

5 細　野　百合子
福祉保健局指導監査部医事専門課
長

専門副参事 平成31年3月31日
（地独）東京都健康長寿医療センター
医事専門課長

平成31年4月1日

6 遠　山　　　勝
福祉保健局保健政策部局務担当課
長＜東京都国民健康保険団体連合
会派遣＞

副参事 平成31年3月31日
（公財）東京都生活衛生営業指導センター
専務理事（事務局長兼務）

平成31年4月1日

7 福　田　良　行
産業労働局理事＜（公財）東京都中
小企業振興公社派遣＞

理事 平成31年3月31日
日本自動車ターミナル（株）
常勤監査役

令和元年6月26日

8 小　暮　　　実
産業労働局理事＜（株）東京ビッグ
サイト派遣＞

理事 平成31年3月31日
（株）東京ビッグサイト
代表取締役常務取締役

平成31年4月1日

9 小　野　恭　一 港湾局技監 理事 平成31年3月31日
東京臨海熱供給（株）
代表取締役社長

平成31年4月1日

10 山　田　　　実 東京港建設事務所庶務課長 副参事 平成31年3月31日
東京臨海熱供給（株）
総務課長

平成31年4月1日

11 市　川　公　映
港湾局担当部長＜東京港埠頭（株）
派遣＞

参事 平成31年3月31日
（株）ゆりかもめ
安全推進室長

平成31年4月1日

12 太　田　日　出 小児総合医療センター看護部長 専門参事 平成31年3月31日
（地独）東京都健康長寿医療センター
看護部長

平成31年4月1日

13 津　国　保　夫
交通局理事＜東京トラフィック開発
（株）派遣＞

理事 平成31年3月31日
（株）東京ビッグサイト
代表取締役常務取締役

令和元年6月1日

14 野　崎　誠　貴 交通局建設工務部長 参事 平成31年3月31日
首都圏新都市鉄道（株）
常務取締役

令和元年6月27日

15 小　山　哲　司 下水道局長 理事 平成31年3月31日
（公財）東京オリンピック・パラリンピック競技大
会組織委員会
ゼネラル・コーディネーション・オフィサー

平成31年4月1日

16 　見　隆　士
東京都技監（都市整備局長・都市整
備局技監兼務）

理事 平成30年3月31日
首都高速道路（株）
執行役員

令和元年6月24日

17 山  田  雅  史

オリンピック・パラリンピック準備局局
務担当部長＜（公財）東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会組織委員
会派遣＞

参事 平成30年3月31日
（公財）東京オリンピック・パラリンピック競技大
会組織委員会
会場整備局技術管理部長

平成31年4月1日

事 業 協 力 団 体 等 へ の 再 就 職 状 況 （ 幹 部 職 員 ）

平成３０年８月１日から令和元年７月３１日までの間に東京都を退職し、事業協力団体等に再就職した課長級以上の職員は、以下のとおりです。
※平成３０年７月３１日以前に東京都を退職し、事業協力団体等に再就職した課長級以上の職員で、昨年度の公表後、新たに届出のあった者についても
　 掲載



別　　紙　　４

※　再就職日は、再就職先の公益団体等の役職に就任した日

№ 氏　　　名 離職時の所属、職名
離職時の職
（職層等）

離　　職　　日 再就職先の団体名、役職名 再　就　職　日（※）

1 飯　塚　美紀子
地方公務員災害補償基金東京都支
部事務長

参事 平成31年3月31日
東京都国民健康保険団体連合会
常勤監事

平成31年4月1日

2 野　瀬　達　昭
総務局局務担当部長＜（一財）東京
都人材支援事業団派遣＞

参事 平成31年3月31日
（一社）東京建設業協会
専務理事

令和元年5月27日

3 加　藤　　　隆
主税局理事＜（一社）地方税電子化
協議会派遣＞

理事 平成31年3月31日
地方税共同機構
理事長

平成31年4月1日

4 川久保　　　清 中央都税事務所副所長兼総務課長 副参事 平成31年3月31日
東京納税貯蓄組合総連合会
事務局次長

平成31年4月1日

5 石　渡　寛　之 港都税事務所固定資産評価課長 副参事 平成31年3月31日
（一財）資産評価システム研究センター
企画研修部次長兼調査研究部次長

平成31年4月1日

6 鈴　木　 　彦 品川都税事務所長 参事 平成31年3月31日
東京都石油業協同組合
調査役

平成31年4月1日

7 　渡　幸　生 生活文化局文化振興部長 参事 平成31年3月31日
（公財）練馬区文化振興協会
練馬文化センター・大泉学園ゆめりあホール
館長

平成31年4月1日

8 鈴　木　隆　広

オリンピック・パラリンピック準備局総
務部局務担当課長＜（公財）東京オ
リンピック・パラリンピック競技大会組
織委員会派遣＞

副参事 平成31年3月31日
学校法人タイケン学園
日本ウェルネススポーツ大学専任講師

平成31年4月1日

9 久　野　清　人

オリンピック・パラリンピック準備局局
務担当部長＜（公財）東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会組織委員
会派遣＞

参事 平成31年3月31日
（一社）東京下水道設備協会
専務理事

令和元年5月23日

10 佐　藤　元　昭
都市整備局市街地整備部換地計画
専門課長

専門副参事 平成31年3月31日
（公財）区画整理促進機構
支援業務部長

平成31年4月1日

11 村　居　秀　彦 都市整備局営繕担当部長 参事 平成31年3月31日
（公財）建築技術教育普及センター
関東支部事務局長

平成31年4月1日

12 大久保　仁　恵 島しよ保健所長 専門参事 平成31年3月31日
医療法人社団優城会東京エバーグリーンクリ
ニック
非常勤医師

平成31年4月1日

13 三　村　晴　夫 島しよ保健所八丈出張所副所長 専門副参事 平成31年3月31日
医療法人社団青葉会介護老人保健施設牧野
ケアセンター
施設長

平成31年4月1日

14 小　暮　　　実
産業労働局理事＜（株）東京ビッグ
サイト派遣＞

理事 平成31年3月31日
東京都市長会
事務局長

令和元年6月1日

15 尾　上　　　靖 第五建設事務所補修課長 副参事 平成31年3月31日
（一社）東京都測量設計業協会
事務局長

平成31年4月1日

16 松　下　博　美
病院経営本部担当部長＜（公財）東
京都保健医療公社派遣＞

専門参事 平成31年3月31日
社会医療法人社団正志会花と森の東京病院
副看護部長

平成31年4月1日

17 大　西　健　児
病院経営本部理事＜（公財）東京都
保健医療公社派遣＞

専門理事 平成31年3月31日
学校法人鈴鹿医療科学大学
教授

平成31年4月1日

18 松　浦　慎　司
病院経営本部担当部長＜（公財）東
京都保健医療公社派遣＞

参事 平成31年3月31日
（社福）全国重症心身障害児（者）を守る会
東京都立東部療育センター事務長

平成31年4月1日

19 村　田　千　幸
病院経営本部担当部長＜（公財）東
京都保健医療公社派遣＞

専門参事 平成31年3月31日
（社福）全国重症心身障害児（者）を守る会
東京都立東部療育センター療育部長

平成31年4月1日

公 益 団 体 等 へ の 再 就 職 状 況 （ 幹 部 職 員 ）

平成３０年８月１日から令和元年７月３１日までの間に東京都を退職し、公益団体等に再就職した課長級以上の職員は、以下のとおりです。
※平成３０年７月３１日以前に東京都を退職し、公益団体等に再就職した課長級以上の職員で、昨年度の公表後、新たに届出のあった者についても掲載



№ 氏　　　名 離職時の所属、職名
離職時の職
（職層等）

離　　職　　日 再就職先の団体名、役職名 再　就　職　日（※）

20 中　島　義　成 流域下水道本部長 理事 平成31年3月31日
（公社）日本下水道協会
常務理事

令和元年6月28日

21 井　坂　昌　博
下水道局第二基幹施設再構築事務
所長

参事 平成31年3月31日
（公社）日本下水道管路管理業協会
常務理事

平成31年4月1日

22 増　渕　達　夫
教育監（教職員研修センター所長兼
務）

理事 平成31年3月31日
学校法人帝京大学
教授

平成31年4月1日

23 五十嵐　浩　子 教育庁指導部主任指導主事 副参事 平成31年3月31日
学校法人国士舘
国士舘大学体育学部こどもスポーツ教育学科
任期付教授

平成31年4月1日

24 月　山　良　明 教育相談センター次長 副参事 平成31年3月31日
学校法人茶屋四郎次郎記念学園
東京福祉大学・大学院就職支援室主査

平成31年4月1日

25 笹　　　のぶえ 都立三田高等学校長 校長 平成31年3月31日
全国普通科高等学校長会
事務局長

平成31年4月1日

26 桒　原　　　爾 都立向丘高等学校長 校長 平成31年3月31日
国立研究開発法人科学技術振興機構
理数学習推進部先端グループ主任調査員

平成31年4月1日

27 渡　邉　　　隆 都立蔵前工業高等学校長 校長 平成31年3月31日
（公社）全国工業高等学校長協会
事務局係長

平成31年4月1日

28 山　本　　　誠 都立荒川工業高等学校長 校長 平成31年3月31日
（公財）日本無線協会
第二審査部副部長

令和元年6月1日

29 坂　本　純　一 都立葛西南高等学校長 校長 平成31年3月31日
学校法人明海大学
教授

平成31年4月1日

30 牛　来　峯　聡 都立町田高等学校長（統括校長） 校長 平成31年3月31日
学校法人明法中学・高等学校
校長

平成31年4月1日

31 岸　田　裕　二 都立東大和南高等学校長 校長 平成31年3月31日
学校法人杉野学園
参与

平成31年4月1日

32 桑　山　一　也 都立文京盲学校長 校長 平成31年3月31日
独立行政法人大学入試センター
支援員

平成31年4月1日

33 大　井　　　靖 都立武蔵台学園校長（統括校長） 校長 平成31年3月31日
学校法人竹早学園竹早教員保育士養成所
専任教員

平成31年4月1日

34 村　上　研　一 消防総監 消防総監 平成31年3月31日
（一財）消防試験研究センター
常務理事

令和元年6月27日

35 平　井　昭　彦
健康安全研究センター微生物部食
品微生物研究科長（統括課長）

専門副参事 平成30年3月31日
学校法人相模女子大学
短期大学部食物栄養学科教授

平成31年4月1日

36 金　田　喜　明
都立桜修館中等教育学校長（統括
校長）

校長 平成30年3月31日
学校法人東京農業大学
東京農業大学第三高等学校・第三高等学校
附属中学校校長

平成31年4月1日



別　　紙　　５

※　再就職日は、再就職先の民間企業の役職に就任した日

№ 氏　　　名 離職時の所属、職名
離職時の職
（職層等）

離　　職　　日 再就職先の団体名、役職名 再　就　職　日（※）

1 田　 　揮司良 危機管理監 理事 平成30年10月10日
富士通（株）
特機システム事業本部シニアアドバイザー

平成30年10月11日

2 早　坂　　　勇 副監察員 副参事 平成31年3月31日
（株）見村鉄骨グループ
取締役

平成31年4月1日

3 仁田山　芳　範 総務局人権部長 参事 平成31年3月31日
（株）東京エイドセンター
法人営業部部長

平成31年4月1日

4 山　根　恭　子 財務局財産運用部長 参事 平成31年3月31日
（株）東京プロパティサービス
理事

平成31年4月1日

5 新　井　裕　二 主税局特別滞納整理担当部長 参事 平成31年3月31日
（株）ＮＴＴデータ・アイ
推進部長

平成31年4月1日

6 譲　原　秀　晃
主税局局務担当部長＜都税総合事
務センター所長＞

参事 平成31年3月31日
共同印刷（株）
常勤顧問

平成31年4月1日

7 小　松　達　也
都市整備局担当部長＜東京都住宅
供給公社派遣＞

参事 平成31年3月31日
（株）長谷工コーポレーション
上席主幹

平成31年4月1日

8 直　井　　　亨
都市整備局都市づくり政策部担当課
長＜東大和市派遣＞

副参事 平成31年3月31日
アウェイ建築評価ネット（株）
確認審査部長

平成31年4月1日

9 山　下　知　也
会計管理局管理部資金運用担当課
長

副参事 平成31年3月31日
野村證券（株）
金融公共公益法人部課長

平成31年4月1日

10 野　口　直　昭
戦略政策情報推進本部ＩＣＴ推進部
情報通信技術担当課長

副参事 令和元年7月31日
富士通（株）
デジタルソリューションサービス事業本部
戦略企画統括部企画部シニアマネージャー

令和元年8月1日

11 平　岡　卓　朗
労働委員会事務局審査調整法務担
当課長

副参事 令和元年6月30日
山越総合法律事務所
弁護士

令和元年7月1日

12 古　市　哲　也
下水道局南部下水道事務所建設課
長

副参事 平成31年3月31日
東京ガス（株）
都市エネルギー事業部顧問

平成31年4月1日

13 早　野　泰　恵
城東職業能力開発センター訓練課
長

副参事 平成30年3月31日
（株）めぐみ薬局
薬剤師

令和元年6月1日

民 間 企 業 へ の 再 就 職 状 況 （ 幹 部 職 員 ）

平成３０年８月１日から令和元年７月３１日までの間に東京都を退職し、民間企業に再就職した課長級以上の職員は、以下のとおりです。
※平成３０年７月３１日以前に東京都を退職し、民間企業に再就職した課長級以上の職員で、昨年度の公表後、新たに届出のあった者についても掲載



別　　紙　　６

※　再就職日は、再就職先のその他団体の役職に就任した日

№ 氏　　　名 離職時の所属、職名
離職時の職
（職層等）

離　　職　　日 再就職先の団体名、役職名 再　就　職　日（※）

1 齋　藤　貴　之
総務局情報通信企画部情報通信施
策推進担当課長

副参事 平成31年3月31日
新潟県
病院局経営企画課主査

平成31年4月4日

2 萩　原　隆　幸
総務局情報通信企画部サイバーセ
キュリティ担当課長

副参事 平成31年3月31日
内閣官房内閣サイバーセキュリティセンター
上席サイバーセキュリティ分析官

平成31年4月1日

3 柳　澤　大　輔 島しよ保健所大島出張所副所長 専門副参事 平成31年3月31日
埼玉県
幸手保健所長

平成31年4月1日

4 石　山　俊　裕 北児童相談所長 副参事 平成31年3月31日
世田谷区
世田谷総合支所保健福祉センター副参事
（子ども家庭専門指導担当）

平成31年4月1日

5 今　野　孝　義 建設局用地部用地専門課長 専門副参事 平成31年3月31日
武蔵野市土地開発公社
副参事

平成31年4月1日

6 山　田　義　浩 監査事務局監査担当課長 副参事 令和元年6月30日
高松国税不服審判所
国税審判官

令和元年7月10日

そ の 他 団 体 へ の 再 就 職 状 況 （ 幹 部 職 員 ）

平成３０年８月１日から令和元年７月３１日までの間に東京都を退職し、その他団体に再就職した課長級以上の職員は、以下のとおりです。
※平成３０年７月３１日以前に東京都を退職し、その他団体に再就職した課長級以上の職員で、昨年度の公表後、新たに届出のあった者についても掲載


